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本レポートでは、株主・投資家をはじめとしたステークホルダーの皆様に、ライオンのパーパス（存在意義）「より良い習慣づくりで、人々の毎日に貢献する（ReDesign）」
の実践を通じた中長期の企業価値向上に向けた取組みをお伝えし、当社グループをより深くご理解いただくことを目指しています。
報告対象期間 ： 2025年1月1日～2025年12月31日（一部の内容は2026年の取組みを含みます）
報告対象範囲 ：ライオン株式会社およびすべての連結子会社を基本としています。
※掲載する活動やデータについて対象範囲が異なる場合は、個々にその旨を明記しています。
会計基準 ： 国際財務報告基準（IFRS）
参考にしたガイドライン ：
• IFRS財団『Integrated Reporting Framework』
• 経済産業省『価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス』

将来の見通しに関する注意事項
本レポートには事業計画、戦略、業績予測等、将来の見通しに関する事項が含まれています。将来の見通しは現時点で入手可能な情報に基づき作成したもので、経済情勢、市場動向、為替リスク等の不確
実性を含んでいます。将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するものではなく、異なる可能性があることをご承知おきください。
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「より良い習慣づくり」に向けた当社の主な取組み

清潔・衛生

環境保全

歯みがき習慣の普及啓発活動を開始 全身健康につながるオーラルヘルスケアの推進

正しい洗濯方法の普及啓発 アジアの清潔・衛生的なくらしに貢献

植物性原料の使用 商品・コミュニケーションを通じた環境にやさしい習慣づくり

1891年 1950年～ 1990年～ 2000年～ 2010年～ 2020年～

多様化するお口の健康問題への対応

多様な生活ニーズや清潔に対する意識向上への対応

先進的な技術でさまざまな環境問題に対応

売上高 4,220億円

事業利益   307億円

2025年度

広告・書籍等を通じ
子どもたちを中心に
歯みがき習慣を啓発

石けんを使った正しい
洗濯方法を教える
洗濯講習会を開催

『植物性ライオンせんたく石鹸』
日本初の家庭用植物性洗濯石けんを
発売

『クリニカライオン』
むし歯の原因となる歯垢を酵素で
分解するハミガキを発売

『デンターライオン』
歯槽膿漏予防の
ハミガキを発売

唾液検査システム『サリバリーマルチテスト（SMT）』
唾液からお口の健康状態を見える化
できるサービスを提供

すすぎ１回習慣、
つめかえ習慣を啓発

ハブラシ・パウチ等の
リサイクル活動を実施

『ライポンF』
食器や野菜を清潔にする
日本初の野菜果実・食器洗い洗剤を発売

『ダッシュ』 『無りんトップ』
河川の発泡・富栄養化等の
環境問題に対応した
洗濯用洗剤を発売

オーラル
ヘルスケア

くらし・社会の課題解決に向けた「より良い習慣」を提案し、
人々の毎日に貢献することで、持続的な事業成長を目指しています。

売上高の推移

『おくちプラスユー』
従業員の歯と口の健康から
企業の健康経営を支援

『キレイキレイ』
アジア各国・地域での商品展開と
普及啓発活動を実施
日本、タイ、韓国でシェアNo.1＊

＊2025年1～12月、当社調べ

「より良い習慣づくり」による事業成長の歴史
History

IFRS
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推進の考え方
　当社グループは、さまざまな生活シーンで使用できるハンドソープや消毒剤の提供に加
え、手指の清潔・衛生習慣による感染予防の普及啓発活動を、保育所・幼稚園・小学校等
で実施してきました。日本を含むアジア各国・地域において、地域ごとの清潔・衛生習慣に
関する課題に対応した製品提供と啓発活動を展開しています。特に東南・南アジアでは、
食の安全を含む領域へと活動範囲を拡大し、衛生関連の製品・サービスを提供していま
す。普及啓発活動においては、「大切な人を守る清潔・衛生行動」の習慣化を目指し、他企
業や自治体等と連携しながら取組みを推進していきます。

具体的な取組み：教育機関での取組み
　当社グループでは、子どもたちが楽しみながら正しい習慣を身につけるため、国内外の
保育所や小学校等で「手洗い体操」や「読み聞かせ」を通じた普及活動を実施しています。
こうした幼少期からの習慣化は、健康的な毎日を過ごす後押しとなるだけでなく、一生涯
にわたるブランドへの親近感と信頼を育むプロセスでもあります。次世代の生活者に寄り
添いながら「習慣づくり」を軸とし、他企業や自治体との連携を深め、社会価値と経済価
値を持続的に創出していきます。

　健康な生活習慣づくり ～清潔・衛生習慣～

　2022年に参入したバングラデシュでは、不十分な衛生環境に起因する下痢や発熱
が日常的な課題であり、清潔で健やかな生活の実現には、正しい知識に基づく衛生習
慣の定着が不可欠です。
　この社会課題に対し、2025年に
は現地NGOと協力し、「手洗い」や
「台所を中心とした家庭内衛生」の
改善を伝える親子体験型の普及啓
発活動をガジプール県で実施しま
した。事後評価では知識・意識が
向上しており、「習慣化」が潜在的
な製品需要を顕在化させられるこ
とを確認しました。今後も、継続
的に現地の健やかなくらしに貢献
しながら、生活に深く根差した清
潔・衛生習慣の創出とともに、未開
拓市場における中長期的な市場創
出に取り組んでいきます。 

清潔・衛生習慣による食の安全への貢献
（バングラデシュ）

日常生活のあらゆるシーンの中で、
誰もが健康でいられるよう、清潔・衛生行動の
習慣化を目指します。

　清潔・衛生習慣：5億人
・製品・サービスの提供
・情報発信
・普及啓発活動（手洗い習慣等の普及啓発活動）

健康な生活習慣づくり ～清潔・衛生習慣～ 
https://www.lion.co.jp/ja/sustainability/healthy-living-habits/cleanliness/

WEB

バングラデシュの小学校における清潔・衛生習慣の普及啓発
活動の様子

展開事例
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　当社グループは、パリ協定やSDGs等の世界目標の達成に事業を通じて貢献すべく、
2019年に長期環境目標「LION Eco Challenge 2050」を策定し、脱炭素、プラスチック
と水資源に関する課題解決に取り組んでいます。また、2022年には、世界各国が目指す
2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するため、目標を更新しました。
　2030年に向けては、脱炭素、プラスチック、水のそれぞれに目標・指標を設定し、取組
みを推進することで、「脱炭素社会」「資源循環型社会」の実現に貢献します。

　サステナブルな地球環境への取組み推進

「LION Eco Challenge 2050」と2030年に向けた目標・指標

脱炭素社会の実現に向けて

2050年までに循環し続ける
プラスチックの利用を目指します。

資源循環型社会の実現に向けて

70%以下

プラスチック
チャレンジ

3R（Reduce（削減）、Reuse（再利用）、Recycle
（再資源化））、およびRenewable（持続可能な
資源の活用）の推進

石化由来の
プラスチック使用率

指標（2030年目標）：

2050年までに事業所活動における
CO2排出量ゼロを目指します。

2050年までにライフサイクルにおける
CO2排出量半減を目指します。

2050年までに
カーボンネガティブを目指します。

指標（2030年目標）：

指標（2030年目標）：

指標（2030年目標）：

55%削減
（2017年比、絶対量）

30%削減
（2017年比、絶対量）

自社の排出量を上回る
CO2削減貢献（国内）

CO2
チャレンジ

2050年までに
持続可能な水使用を目指します。

ウォーター
チャレンジ

30%削減
（2017年比、売上高原単位）

ライフサイクルにおける水使用量

指標（2030年目標）：

戦略的投資とガバナンスの強化
　当社は、2030年の事業所CO2排出量55％削減（2017年比）を掲げ、1.5°C目標に向け
た脱炭素経営を加速しています。国内外の全拠点での徹底した省エネルギー活動に加え、
自家消費用太陽光発電の導入や再生可能エネルギーへの転換を推進しています。さらに、
投資判断に炭素価格を反映させる「インターナルカーボンプライシング（ICP）制度」を導
入。これを設備・技術開発投資の重要指標とすることで、低炭素型の事業構造への転換
を質・量ともに高めます。低炭素投資の意思決定を可能とする仕組み、環境負荷低減と中
長期的な企業価値向上を両立します。

　低炭素投資を加速させるべく、2025年5月、
設備投資の判断基準となるICP価格を13,300

円/t-CO2（従来比約2.2倍）に改定しました。こ
れは将来的な炭素税導入等の外部リスクを精査
した結果であり、財務面と環境面の両輪で投資
の妥当性を評価するものです。
　具体的な活用事例として、千葉工場での温水
ヒートポンプ導入のほか、小田原・大阪工場では
高効率蒸気ボイラー等の更新を決定しました。
　ICPの活用により、従来の投資基準では困難
であった高付加価値な省エネ投資を実行に移し
ています。

千葉工場
温水ヒートポンプ

小田原・大阪工場
高効率ボイラー

ICP価格の引き上げによる、
低炭素投資と意思決定を加速　展開事例

　脱炭素社会の実現に向けた取組み
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取締役会議長メッセージ

　取締役会議長に就任して1年が経過しました。

　ライオンが社外役員を取締役会議長とする体制を選択

した背景には、経営の執行と監督を明確に分離し、意思

決定の質を高めることで中長期的な企業価値向上につ

なげたいという考えがあったと理解しています。社外役員

が議長を務めることで、経営執行から一定の距離を保っ

た立場で、社内の論理に偏らない議論を行うことが可能

になります。ステークホルダーの視点をふまえながら、経

営判断の前提や論点を整理し、取締役会全体としてより

良い意思決定を行う。それを主導するのが私の役割であ

ると考えています。

　そのような背景をふまえ、私自身、取締役会議長とし

て、進捗チェックや個々の案件の是非にとどまらず、本質

的な企業価値向上に資する経営をしているかという観点

で観察するとともに、戦略的な意思決定において、前提

やリスクの見落としはないか、選択肢を十分に検討した

か等を問い、必要であれば再検討を求めて議論をまとめ

ることを心がけてきました。議題構成に関しては、事務局

と協議の上、単なる報告に時間を割くのではなく、中長

期の戦略課題に十分な議論時間を確保する運営へと転

換しています。

取締役会議長として心がけていること

Message

社外取締役 取締役会議長

松﨑  正年

企業価値向上に資する、 
攻めと守りの意思決定を 
主導してまいります
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基本的な考え方
　当社は、経営の透明性を高め、監督機能の強化と意思決定の迅速化を図り、コンプライ
アンスを確保することをコーポレート・ガバナンス上の最重要課題と位置づけています。
コーポレート・ガバナンス体制の強化・充実を推進することにより、企業価値の向上を目指
しています。

コーポレート・ガバナンス
経営の監査・監督機能を充実させる取組み

独立役員の指定・届け出（東京証券取引所）

内部統制システムの基本方針の制定
報酬諮問委員会の設置／社外取締役の設置（2名）
業績連動報酬の導入（社内取締役）

執行役員制の導入 財務報告に係る
内部統制の構築

2003年 2004年 2006年 2007年 2010年

コーポレート・ガバナンス基本方針の制定
指名諮問委員会の設置
取締役会実効性評価の導入

2016年

社外取締役の増員
（2名→3名へ）
業績連動型株式報酬制度の
導入（社内取締役）

2017年

社外取締役の増員（3名→4名へ）
社外監査役の増員（2名→3名へ）

2021年

企業行動憲章・行動指針の制定
経営評価委員会の設置

2026年ガバナンス強化のポイント

経営執行会議の設置

2024年

取締役会議長に
社外取締役が就任 
社外取締役の増員
（4名→5名へ）

2025年

コーポレート・ガバナンスの考え方と体制 
https://www.lion.co.jp/ja/company/governance/approach.phpWEB

コーポレート・ガバナンス体制

機関設計の概要
• 監査役会設置会社を採用
 取締役会が経営の監督機能を十分に果たし、独任制の監査役が適切な監査機能を発揮するため

• 執行役員制を導入
 取締役会による経営の監督機能を強化し、意思決定の迅速化を図るため

• 任意の諮問委員会を設置
 経営の透明性を高めコーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るため

監査

意
思
決
定
・
監
督

株主総会

報酬諮問委員会

指名諮問委員会
会計
監査人

諮問 連携

連携 連携

答申
諮問

答申

報告提案・報告

選任・解任 選任・解任 選任・解任

委嘱

各部門（ビジネスユニット・各機能部所等）
（業務執行）

経営執行会議
執行役員会
（業務執行）

● 業務執行全般の決定および統制
● 中長期経営計画等の重要な企業戦略の立案

企業倫理委員会

企業行動憲章・行動指針

業
務
執
行

法令遵守・倫理観強化

報告

取締役会
（経営監督）

●  経営の重要な業務執行の決定
●  取締役の執行監督
●  執行役員の監督

監査

監
査

監
査

監査部

答申

監査役室

監査役（会）
（適法性監査）
（業務監査）

2. リスクマネジメントの高度化に向けた体制の見直し
当社グループ全体のリスクを網羅的かつ総括的に管理するため、「ALリスク管理委員会」を新設
し、委員会がリスクマネジメントのPDCAサイクルを牽引する体制に変更しました。また、毎月の
執行役員会の議題に「エマージングリスク」の確認を加え、新たなリスクの把握・検討に向けた
機能を強化しています。

1. マネジメントプロセスの変革
戦略施策の実行力強化と意思決定のスピードアップを目的として、2026年1月より新たな組織
体制へ移行しました。
国内・海外のバリューチェーン全体を担うビジネスユニットを新設し、それぞれに執行責任者
（COO）を設置しています。各ビジネスユニットへの権限委譲を行い、明確な収益責任と権限を付
与することで、意思決定の迅速化を図っています。取締役会は、グループ全体の方向性を示したう
えで、戦略的な意思決定を行うとともに、執行部門に対する監督機能を一層強化します。
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　取締役および監査役のスキルマトリックス、諮問委員会の委員

※経営における最善の意思決定と監督を実現するために、必要かつ代表的な経験・スキルに基づいて「●」を付しています。

項　目

取締役 監査役

選定理由
竹
森 

征
之

福
田 

健
吾

鈴
木 

均

乘
竹 

史
智

鈴
木 

彩
子

浦
尾 

康
弘

松
﨑 

正
年

白
石 

隆

菅
谷 

貴
子

安
江 

令
子

樋
口 

泰
行

三
井
寺 

直
樹

石
井 

義
唯

須
永 

明
美

伊
藤 

彰
浩

平
井 

弓
子

取
締
役
会
と
し
て

基
本
的
に
備
え
る
べ
き
ス
キ
ル

企業経営 ● ● ● ● ● ● ● ●
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の実現に向け、グループの方向性を示したうえで、リスクをふまえた戦略的な意思
決定を透明・公正かつ迅速・果断に実行していくことが取締役会の主要な役割・責務であると認識しており、そのためには企業
経営の経験が必要であると考えます。

財務・会計 ● ● ● ● ● ● ●
経営資源の集中による収益力強靭化を重要な経営課題ととらえており、健全な財務基盤のもとで収益性と成長戦略をマネジ
メントするためには、取締役会として、資本コストをふまえたうえで収益性と資本効率等に関する方針・目標を決定し、そのモニ
タリングに基づく経営判断を迅速に行うことが重要であると考えます。

法務・
リスクマネジメント ● ● ● ● ●

グローバルでのプレゼンスを高めるにあたり、各国・地域、あるいは新規事業での法規制や特許・商標の権利保全等に関する
専門性に加え、グループ企業全般にわたる内部統制やリスク管理も重要であり、取締役会としてこれらの体制を整備するとと
もに、その運用状況を監督することが必要であると考えます。

人事・人材開発 ● ● ● ●
企業にとって人材は付加価値の源泉であるとの認識のもと、人的資本経営の成果を企業価値の向上へと確実につなげていく
ことを重要な経営課題ととらえており、取締役会として経営戦略に応じた人材開発や要員配置戦略を立案し、その進捗を監督
することが必要であると考えます。

当
社
グ
ル
ー
プ
の
経
営
戦
略
に
照
ら
し
て

特
に
備
え
る
べ
き
ス
キ
ル

サステナビリティ ● ● ● ● ●
習慣づくりという当社グループのユニークネスの発揮を通じ、サステナビリティ重要課題への取組みを進める中で、特に最重要
課題である「サステナブルな地球環境への取組み推進」においては、水を大切にする習慣とプラスチックを無駄にしない習慣づ
くりに注力することとしており、取締役会として目標に対する施策の決定・推進と進捗の監督が必要であると考えます。

グローバル
ビジネス ● ● ● ● ● ● ●

海外事業の拡大を志向する中でグローカライゼーションを重要な戦略として掲げており、この戦略の推進と進捗の監督には、
海外での事業マネジメント経験や、グローバルな市場動向と各国・地域の生活分野・事業環境についての豊富な知識が必要で
あると考えます。

IT・DX ● ● ●
今後のより良い習慣づくりには、デジタル技術やデータサイエンスを活用して、生活者の健康状態やライフスタイルをより精度
高く把握することに加え、製品やサービス、ビジネスプロセスを変革することが重要で、DX戦略の立案とそれを実効性高く推
進するためのIT・デジタルに関する先進的知見や実務経験が必要であると考えます。

マーケティング ● ● ● ● ● ● ●
アジアを中心とした世界の人々に対し、より良い習慣を提案し続け、特に当社グループが注力するオーラルヘルスケア分野での
ロイヤリティを獲得するために、事業環境の変化や生活者ニーズの多様化をふまえたマーケティング戦略の策定・推進と進捗
の監督が必要であると考えます。

研究開発・
事業開発 ● ● ●

より良い習慣づくりに向け、イノベーションの源泉となる研究開発に注力し、その成果を企業価値向上へとつなげるべく、新た
なビジネスモデルの開発等に取り組んでいます。そのための研究開発・事業開発への経営資源のアロケーションや新規事業の
立ち上げについて、意思決定および監督する必要があると考えます。

指名諮問委員会 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

報酬諮問委員会 ● ● ● ● ● ● ● ●

諮問委員会の委員

社外取締役

樋口 泰行

Message 新任取締役メッセージ
　これまでの経営変革や事業再編、人材育成の経験を活かし、
グローバル水準の財務成果と強靭な経営体質の実現に貢献
します。メリハリある戦略の策定・推進や改革を起こすカル
チャーの醸成、人的資本戦略の強化に寄与し、独立した立場
からガバナンスの高度化を後押ししてまいります。
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　取締役会は取締役11名で構成され、月に1回の定例取締役会を開催するほか、必要に応
じて臨時取締役会を開催しています。法令または定款で定める事項のほか、会社の業務執
行に関連する重要事項を決定するとともに、取締役および執行役員の業務執行を監督して
います。なお、定例の取締役会を除いて、法令に従い書面等にて取締役会決議を行うこと
ができるものとしています。また、中長期経営計画の基本方針等重要な企業戦略について
は、経営執行会議での審議を経て、取締役会の適正な意思決定が可能な体制を構築して
います。さらに、事業に直結する業務執行に関する施策については、経営執行会議および
執行役員会で、さまざまな角度から課題に対する議論と検討を加える体制としています。

2025年度の取締役会における主な取組み
　2025年度は、2nd STAGEの達成、ならびに企業価値を高めるべく、事業ポートフォリオ
戦略、サステナビリティや人的資本に係る重要課題について継続した議論を行いました。
　また、コンプライアンスやリスク管理等の内部統制についての協議を重ねて、2026年1月
からのリスクマネジメント体制の高度化につなげました。

具体例：リスクマネジメント体制の高度化：ALリスク委員会
　1月度定例取締役会にて報告した2025年度のリスクマネジメント方針において「グループ全体のリスク
マネジメント高度化に向けた体制の再整備」が掲げられたことを受け、以下のステップで新たなリスクマネ
ジメント体制の検討、協議を重ねました。その結果として、2026年1月からリスク統括管理担当役員を委員
長とするALリスク管理委員会を新設し、グループ全体のリスクマネジメントを牽引することで、リスクマネ
ジメントの高度化を図ります。

議論経緯
1月度 定例取締役会
5月度 取締役会懇談会
9月度 経営執行会議
10月度 経営執行会議
10月度 定例取締役会（決議）

　取締役会

社外取締役比率

社外5名

社内6名

45.5%

女性取締役比率 平均在任年数

3.8年

女性3名

男性8名

27.3%

※第165期定時株主総会終結時点

1月 • ポートフォリオ変革に向けたM&A戦略について
• 中長期の経営戦略および優先テーマについて
• 全社リスクマネジメント方針ならびに推進状況について

2月 • 取締役会実効性評価結果について
• コーポレート・ガバナンス基本方針について
• 従業員エンゲージメントの向上施策について

3月 ―

4月 • サステナビリティ重要課題の進捗状況の件

5月 • 1st STAGEにおける海外投資案件について
• リスクマネジメント体制の高度化に向けて
• 2025年の知財活動の振り返りおよび今後の強化方針について

6月 ―

7月 • オーラルヘルスケアの成長戦略について

8月 • サステナビリティ重要課題の進捗状況の件
• 2025年上期リスクマネジメントの進捗状況の件
• コンプライアンス意識の調査結果について

9月 • R&D部門の2nd STAGE取組みテーマ進捗

10月 • リスクマネジメントの高度化に向けた対応の件
• 2026年度グループ経営方針の検討状況および経営計画の考え方

11月 • 当社のこれからの無形資産について
• 2026年度ライオングループ経営方針の件
• 2026年度経営リスク評価およびリスクマネジメント方針報告の件

12月 ―

2025年度の取締役会・取締役会懇談会での主な議題
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　監査役会は監査役5名で構成され、月に1回の定例監査役会を開催するほか、必要に応
じて臨時監査役会を開催しています。監査役5名のうち、社外監査役（独立役員）は3名、社
内出身の常勤監査役は2名で、社外監査役2名および常勤監査役1名は財務・会計に関す
る知見を有しています。また、監査役会の職務遂行を補助する組織として監査役室を設置
し、専任のスタッフ3名を配置しています。各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基
準および監査方針、監査計画等に従い、取締役会その他重要な会議への出席、取締役・執
行役員との意思疎通および職務執行状況の監査（財務報告に係る内部統制の整備・運用
に係る取締役の職務執行状況を含む）、本社および主要な事業所の往査、子会社の調査を
実施するとともに、会計監査人からの監査の計画および実施状況・結果の報告の確認等
を行い、取締役会の決議内容の相当性、取締役の職務執行に対する適法性・効率性等を
監査しています。また、重要な経営課題に関する網羅的な監査として重点テーマ監査を実
施しており、2025年度は、「グループガバナンス」「DX」「サステナビリティ」「人的資本」に
取り組んでいます。

　監査役会

監査活動の内容 回数

取締役との意思疎通および職務執行状況の監査 5回（代表取締役2回）

執行役員および本社・主要な事業所の部所長との意思疎通、
職務執行状況の監査 27回

関係会社の社長・取締役・監査役等との意思疎通・往査 7回

合計 39回

2025年度の主要な監査活動
社外取締役
指名諮問委員会 委員長

白石 隆

社外監査役比率

社外3名

社内2名

60.0%

女性監査役比率

女性2名

男性3名

40.0%

※第165期定時株主総会終結時点

　当社は、経営ビジョンの実現に向けて当社グループを牽引する経営リーダーを、海外を
含めたグループ全体で育成・確保するための取組みを進めています。後継者候補人材の発
掘と育成計画については、コーポレート・ガバナンス基本方針に基づき、指名諮問委員会
で議論を行うとともに、取締役会は指名諮問委員会の答申を受け、取組み全体について継
続的に監督しています。

運用プロセス

代表取締役社長
要件の策定

候補者の
選定 育成 評価 候補者の

絞り込み

指名諮問委員会

取締役会

Message 指名諮問委員会委員長メッセージ

　指名諮問委員会は社外取締役、社外監査役8名と代表取締
役1名から構成され、取締役会議長の諮問を受けて、取締役
会議長、取締役の選任等を審議し、取締役会議長に答申する
ことを役割としています。浦尾康弘氏の取締役選任にあたっ
ては、長年にわたり一般用消費財事業において要職を歴任し、
マーケティングについて豊富な専門的知見を有していること
に加え、事業本部長として事業運営全般を統括しリーダー
シップを発揮してきたこと、また、樋口泰行氏については、国
内外の企業で代表取締役社長、CEOなどの要職を歴任し、
企業経営に豊富な経験と高度の知見を有していることから、
取締役として必要な能力と資質と見識を備えた人物として選
任しました。また、指名諮問委員会では、取締役のスキルマト
リックス、サクセッションプランについても議論し、当社の成
長、企業価値の向上を進めるうえで、長期的にいかなる役員
体制が最適か、その構成、要件、人物を精査しています。

　サクセッションプラン
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基本方針の概要
　当社は、当社経営方針の実現ならびに当社企業価値の継続的かつ中長期的な向上に資
するため、役員報酬体系を当社の経営を担う優秀な人材確保に必要な健全で適切なイン
センティブとなるよう設計しています。役員報酬は、株主総会で決議された役員報酬額の
範囲内で、取締役会が報酬諮問委員会に諮問し、その答申結果をもとに、取締役について
は取締役会で、監査役については監査役会で決定することとしています。

方針の内容
　社外取締役を除く取締役の報酬は、月次固定報酬と業績連動報酬（賞与、株式報酬）で
構成することとしています。社外取締役を除く取締役の報酬の割合は、月次固定報酬
50％、業績連動報酬50％（うち、賞与30％、株式報酬20％）を目安に役位別に定め、業績
連動報酬の割合は、役位の昇任に併せて高まるよう設定し、必要に応じて適宜見直しを行
うこととしています。業績連動報酬のうち、賞与は、業績に応じた役位別賞与基礎額を算定
し、その30％に個人業績査定（各人の経営監督機能、担当業務の執行における業績および
サステナビリティ重要課題への貢献度に応じて査定）を加味したもので個人別に支給しま
す。株式報酬については、事業年度ごとの目標値の達成状況に応じてポイント数を付与
し、累積ポイント数に相当する株式数を退任時に交付することとしています。

　役員報酬

〈ご参考〉社外取締役を除く取締役の報酬の割合の目安

固定報酬 50% 業績連動報酬 50%

賞与 30%
株式報酬 

20%

月次固定報酬
決定の方針 限度額

概要 ・  役位に基づく役割・責務を明確にすべく、取締
役および兼務する執行役員の報酬を合算

・ 報酬水準は、業績や他社水準を考慮して設定

500百万円（うち、社外取締役150百万円）以内 
（1事業年度）

業績連動報酬
種別 業績連動賞与 株式報酬

指標 ① 「事業利益」
 　 売上総利益から販売費及び一般管理費を控
除したもので、当社の恒常的な事業の業績を
測る利益指標

 　（中期経営計画で最も重視する指標のひとつ）
② 「親会社の所有者に帰属する当期利益」
 　 事業の最終成果を表し株主価値の増減に直
結する利益指標

① 業績指標
 　「事業利益」「投下資本利益率（ROIC）」
② サステナビリティ指標
 　 サステナビリティ最重要課題に対する取組み
の進捗度

支給額 ①  役位別賞与基礎額の算定（下記、（1）（2）の合
計額に役位別係数を乗じたもの）

　 （1） 事業利益の0.03%の50%
　 （2）  親会社の所有者に帰属する当期利益の

0.05%の50%
　 ※役位別係数は1.3～4.3で変動
　 ※ 上記のそれぞれの利益が損失の場合、利

益額を0として算出
② 個人業績査定の加味
　  各人の経営監督機能、担当業務の執行に 
おける業績およびサステナビリティ重要課
題への貢献度に応じて査定し、上記①の
30％に加味

③ 個人別支給額
　 上記①②で算定した個人別の賞与額を支給

① ポイント数の算出
　（「固定基準額」＋「業績連動基準額」×
　「業績連動係数」）÷「取得単価」
　・ 「固定基準額」「業績連動基準額」：4,000千円
　　（役位により1.0～3.625を乗じる）
　・ 「業績連動係数」：それぞれの指標の達成率

により、0～2.0
　・ 「取得単価」：1株当たり1,883円（2025年末

時点）
② 個人別総支給ポイント数（株式数）
　  上記①で算定された取締役ごとの個人別ポ
イント数を付与

支給時期 毎年3月末 原則、累積ポイント数に相当する株式数を取締
役の退任時に交付

限度額 4億円（1事業年度） 3億円（1事業年度）
株式等の総数：270,000株（1事業年度）

マルス・
クローバック条項 なし あり＊

＊ 職務または社内規程に重大な違反等があった場合、付与済みポイントの没収もしくは交付等済みの株式等相当額の返還
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ALリスク管理委員会（委員長：リスク統括管理担当役員）
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リスクマネジメントの統制リスクマネジメントの実行

委員会におけるリスクの評価・
抽出、対応策の作成 リスクマネジメント 

対応策の実施

・委員会活動
・部所での業務推進部所・関係会社における

個別リスクの評価・抽出、対応策の作成 レビュー（半期1回）

レビュー（半期1回）

リスクマネジメント

リスクマネジメントの基本方針
（1） 役員および従業員は、内部統制システムの基本方針に基づき、平時から、当社グループ

の事業運営を阻害するリスクの把握・特定に努め、未然防止に取り組む。
（2） 万が一リスクが顕在化した場合には、従業員、株主、顧客、地域社会等各ステークホル

ダーの損失の最小化に努める。
（3） 顕在化したリスクはいち早く経営トップに報告し、事実確認、経緯把握、原因究明、改善

策立案等を速やかに実施したうえで、再発防止に努める。

リスクマネジメントの推進
　当社グループでは、事業活動に重大な影響をおよぼす可能性があるリスクについては、毎
年ALリスク管理委員会で審議のうえ、経営執行会議で「経営リスク」として評価・特定し、専
門の会議体や委員会、担当役員や各部所の職制を通じてそのリスクの低減等に全社的に取
り組んでいます。さらに、各部所や関係会社においては、部門固有の「個別リスク」を識別・評
価し、対応策の検討を年間を通じて実践しています。ALリスク管理委員会では、これらの推
進状況をモニタリングし、リスク統括管理担当役員は、随時、執行役員会（経営執行会議）、
取締役会に報告しています。また、監査部が当社グループの一連のリスクマネジメントプロ
セスが有効に機能しているかを監査し、その結果を取締役会に報告する体制としています。

平時の対応

有時の対応
　天災・事故発生等による物理的緊急事態が発生した場合は、緊急事態処理システム（地
震については、地震災害対策マニュアル、感染症については、新型インフルエンザ等感染症
対策マニュアル）に従い、当該発生事実をコーポレートサポート部総務室長が社長・ALリス
ク管理委員会委員長・監査役等に報告するとともに、ALリスク管理委員会有事対応メン
バーは情報収集、対応方針の決定、原因究明、対応策の決定、執行役員会・取締役会への報
告を行います。

事業継続計画（BCP）
　大地震・風水害・疫病・感染症の蔓延（パンデミック）等が発生した場合でも、お客様に商
品をお届けできるよう、被害の最小化と業務の継続を図るための体制づくりを推進してい
ます。有事の際は、緊急事態処理システムに基づき、BCPの発動について協議します。

リスクマネジメント 
https://www.lion.co.jp/ja/company/governance/risk-management.php

WEB

コンプライアンス
https://www.lion.co.jp/ja/company/governance/compliance/

WEB

当社グループの事業活動を取り巻くリスクにはさまざまなものがありますが、リスクの顕在化による損失を回避・極小化するために、経営執行会議で統括管理を行うとともに、経営企画部担当取締役
を当社グループのリスクに関する統括責任者（リスク統括管理担当役員）として任命し、当該責任者を委員長とするALリスク管理委員会で当社グループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理しています。

リスクマネジメント体制図

リスクマネジメントプロセス

監
査
部

取締役会

企業倫理委員会

安全衛生防災会議

CS／ PL委員会＊

サステナビリティ推進協議会

取締役会

経営執行会議 経営リスク
検討の指示

ヒアリング
委員会メンバー、
社外役員

推進フォロー
情報集約、モニタリング、探索

各委員会出席

リスクマネジメントシート

リスクマネジメントシート

経営リスクヒート
マップ作成

（メンバー）
経営リスクの
一次評価・抽出

経営リスクの特定・評価、
リスクオーナーの指定【決定】

経営リスク特定、
リスクオーナー指定【審議】
共通・個別リスクレビュー

経営リスク、共通・個別リスク
管理状況確認（半期1回）

経営リスク、共通・個別リスク
管理状況確認（半期1回）

ALリスク
管理
委員会

４会議体
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監督

方針決定、指示

統括管理、指示 統括管理、指示

監督

報告

報告

報告
提案

報告 報告
４会議体

 （経営リスク管理）
各ビジネスユニット・部所、各関係会社

 （経営リスク・個別リスク管理）

 
内
部
監
査･

評
価

リスク抽出・評価・対応策

＊  CS／ PL委員会 
CS：Customer Satisfaction（お客様満足）、PL：Product Liability（製造物責任）を指し、品質保証活動を推進するための部所
横断型の委員会
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　社長を含む役員自らが資本市場と積極的に対話を行っており、決算説明会やスモール
ミーティング、個別面談等さまざまな機会を通じて、中長期の成長戦略、資本政策等につ
いて率直かつ双方向のコミュニケーションを行っています。
　こうした対話の内容や市場の動向は、IR部門から毎月の取締役会で報告されており、
中期経営計画の進捗管理や事業ポートフォリオの検討、資本政策等、経営戦略の立案・
実行に反映されるよう努めています。
　今後も、透明性の高い情報開示と質の高いエンゲージメントを通じて、資本市場との
信頼関係の一層の強化を目指していきます。

　当社は、株主総会について、個人株主の皆様との長期的な関係構築に向けた大切なコ
ミュニケーションの場であるととらえています。いただいたご質問に役員が真摯にお答えし、
対話を通じて当社に対するご理解を深めていただく姿勢を長年にわたり大切にしています。
　また、当社の事業戦略や製品等を紹介する展示ブースを設置し、総会終了後には役員と
株主の皆様が直接懇談する場を設けています。その場でいただいたご意見・ご感想は、そ
の後の事業戦略や製品・サービスの開発、生活者コミュニケーションの改善等に活かして
います。
　今後も、わかりやすい情報提供と対話の機会の充実を通じて、個人株主の皆様とのエン
ゲージメントを一層強化していきます。

　機関投資家・アナリストとの対話 　個人株主との対話

ライオンは、中長期的な企業価値向上のためには、株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様との建設的なエンゲージメントが重要かつ不可欠であると考えています。
マネジメント自ら継続的に対話を行い、いただいたご意見・ご要望を経営に活かすことを重視しています。

投資家・アナリストとの 
個別ミーティング件数　 355件

主なイベント　
・スモールミーティング：年2回
・事業説明会：1回
・海外IR：２回

対話テーマ

・収益構造改革の進捗
・海外事業の成長戦略の進捗
・オーラルヘルスケア戦略の方向性
・キャピタルアロケーションの方針

出席株主数 483名

主な質問　
・中東情勢による原材料調達等への影響
・EPS（1株当たり当期利益）成長率11%の目標達成への方策
・生成AIおよびAIエージェントの活用状況と今後の展開

2025年度の活動実績

第165期定時株主総会（2026年3月開催）

TOPICS 事業戦略・R&D説明会の実施

　投資家の関心が高いテーマに焦点を当てた説明機
会の拡充に取り組んでおり、その一環として、平井研
究所において事業戦略・R&D説明会を開催しました。
　同説明会では、主に国内事業において高付加価値
化を通じて成長と収益性向上の両立を図る戦略や、
それを支える研究開発技術、そして戦略の実行スピー
ドを高める組織改革の内容について、社長および担

当役員から詳細な説明を行いました。また、Q&Aセッションを通じてアナリストの皆様と直
接意見交換を行い、戦略に対する理解の深化を図りました。

会場の様子 事業説明の様子

58

02  より良い習慣づくりによる 

企業価値向上

15 中長期の経営戦略

28 持続的成長に向けた機能戦略

47 コーポレート・ガバナンス

48 取締役会議長メッセージ
50 コーポレート・ガバナンス
51  取締役および監査役のスキル 

マトリックス／諮問委員会の委員
52 取締役会
54 監査役会／サクセッションプラン
55 役員報酬
57 リスクマネジメント
58 株主・投資家との対話
59 役員一覧

61 パフォーマンス／データ



役
員
一
覧

CONTENTS

2 0 2 6
統合レポート 役員一覧 取締役、監査役および執行役員 （2026年3月27日現在）

取締役 兼
上席執行役員

浦尾 康弘

社外取締役
取締役会議長

松﨑 正年

（重要な兼職の状況）　 コニカミノルタ株式会社名誉顧問、 
ウシオ電機株式会社社外取締役 兼 取締役会議長

（重要な兼職の状況）　 政策研究大学院大学名誉教授、 
公立大学法人熊本県立大学特別栄誉教授

（重要な兼職の状況）　弁護士、極東証券株式会社社外取締役 （重要な兼職の状況）　 JSR株式会社上席執行役員、 
株式会社タカラトミー社外取締役、 
株式会社電通総研社外取締役

取締役 兼 
上席執行役員

鈴木 彩子

代表取締役 兼 
副社長執行役員

福田 健吾

社外取締役

菅谷 貴子

社外取締役

白石 隆

社外取締役

安江 令子
社外取締役

樋口 泰行

代表取締役 兼
社長執行役員

竹森 征之 
最高経営責任者

取締役在任年数　4年目
当社株式所有数　22千株　

取締役在任年数　2年目
当社株式所有数　8千株　

取締役在任年数　8年目
当社株式所有数　6千株　

取締役在任年数　6年目
当社株式所有数　3千株　

取締役在任年数　1年目
当社株式所有数　0株　

取締役在任年数　1年目
当社株式所有数　2千株　

取締役在任年数　2年目
当社株式所有数　2千株　

取締役在任年数　10年目
当社株式所有数　13千株　

取締役在任年数　5年目
当社株式所有数　19千株　

取締役在任年数　6年目
当社株式所有数　17千株

取締役在任年数　8年目
当社株式所有数　24千株　

代表取締役 兼 
副社長執行役員

鈴木 均

（重要な兼職の状況）　 Southern Lion Sdn. Bhd.代表者、 
PNB Consolidated Pty Ltd代表者　

取締役 兼
上席執行役員

乘竹 史智

役員紹介
https://www.lion.co.jp/ja/company/officer/

WEB

　取締役
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商号 ライオン株式会社（Lion Corporation）
創業 1891年（明治24年）10月30日
設立 1918年（大正7年）9月
資本金 344億円
本社所在地 〒111-8644 東京都台東区蔵前1-3-28

従業員数 3,059名（ライオングループ：8,346名）

会社情報

所有者別株式分布
個人・その他（自己株式を含む） 25.98％

金融機関 31.17％

外国法人等 28.59％

その他の法人 10.91％

金融商品取引業者 3.35％

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場
証券コード 4912

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
東京都府中市日鋼町1-1 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

発行済株式の総数 279,782,746株
株主数 274,440名

株式情報

株主総利回り
2021年12月 2022年12月 2023年12月 2024年12月 2025年12月

ライオン 62.5% 62.6% 55.4% 74.6% 71.3%

〈参考〉配当込みTOPIX 112.7% 110.0% 141.1% 169.9% 213.2%

株価および売買高の推移

当社株価 （左軸） 出来高（右軸）TOPIX
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 （月）

3,500 105

大株主の状況（上位10名）
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 38,563 13.90

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 28,252 10.18

JAPAN ACTIVATION CAPITAL I L.P. 12,450 4.48

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 
再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行 8,282 2.98

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 6,796 2.45

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 5,181 1.86

明治安田生命保険相互会社 3,690 1.33

JP MORGAN CHASE BANK 385781 3,565 1.28

ゴールドマン・サックス証券株式会社 BNYM 3,430 1.23

大日本印刷株式会社 3,140 1.13

（注） 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数を減じた株式数（277,316,638株）を基準に算出し、小数点第3位以下を切り
捨てて表示しています。
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